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＼ 寄附メニューを１３事業から３０事業へ拡充。企業の力で、まちの未来づくりを加速 ／ 

企業版ふるさと納税の対象メニューを一新します！ 

「企業版ふるさと納税」は、市の地方創生の取組に共感した企業が、寄附
という形でまちづくりを応援できる国の制度です。日進市は、寄附の使い道と
なる「メニュー」を全庁で見直し、これまでの１３事業から３０事業へ大きく
拡充。「寄附によってまちの何が変わるのか」がひと目で分かるメニューに一新
します。 
さらに、メニューに共感いただいた企業には、担当の部課長が直接訪問し、

事業の背景や地域課題、寄附によって期待される効果をご説明します。 
 

取組のポイント 
 

１ 全庁でメニューを一新 
寄附金の使い道となる事業を、企業が選びやすい具体的なメニューとし
て整理。庁内全課からの提案を順次メニュー化していきます。 

２ 部課長が企業を訪問 
メニューに掲載した事業に共感し、内容を詳しく知りたい企業へ、担当部
課長が訪問して事業の背景や効果を直接ご説明します。 

ＣＳＲ（社会貢献）からＥＳＧ（環境・社会・企業統治）へ 

これまで企業版ふるさと納税は、企業の社会貢献（ＣＳＲ）活動として捉えられることが中心でした。
今回の一新では、企業がＥＳＧの観点から寄附先を選べるよう、「寄附金によって何が変わるのか」が分
かりやすい事業を整理。例えば、家庭への太陽光発電やＥＶ等の導入支援では、寄附によって支援件
数を増やすことができます。企業や大学とともに地域課題の解決に取り組む事業も用意し、包括連携協
定を締結している金融機関にも協力を呼びかけます。 
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